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技術研究所

1．は じめに

2011年度 に ClassNK で は，表 て に 示す 通 り，8 つ の ガ イ

ドラ イ ン を発行 して い る。こ こ で は，こ れ らの ガ イ ドラ イ

ン の 概要 を紹介す る。

表 12011 年度発 行の ガイ ドラ イ ン

タ イ トル 使用言語 発行年月 問 い 合 せ 先

ニ ッ ケ ル 鉱 （Nicke10re ）運送 に 関する ガ イ ドラ イ ン

（第
一

版）

Guidelines　for　the　Safe　Carriage　of 　Nickel　Ore −First

Edition一

日，英 2011 年 5 月 船体部

メ ン ブ レ ン LNG 船貨物格納設備 の ス ロ ッ シ ン グ強 度

評 価 ガ イ ド ラ イ ン

Guidelines　for　Strength　Assessment　of 　Membranc−type
LNG 　Containment　Systems　under 　Sloshing　Loads

日，英 2011 年 5 月 技術 研究 所

浮体式海洋液化天 然 ガ ス 及 び 石 油 ガ ス 生 産 、貯蔵、

積出 し設備 の た め の ガ イ ドライ ン

Guidelines　for　Floating　Offshore　Facilities　for

LNG ／LPG 　Production
，
　Storage　and 　Ofnoading

日，英 2011 年 2 月 船体 開発部

コ ン テ ナ 運 搬 船 の 構造強度 に 関する ガ イ ドラ イ ン

（
一・
部 改 正 版 ）

Guidelines　for　Container　Carrier　Structures
日，英 2011 年 9 月 船体開発部

騒音 ・振動 ガ イ ドラ イ ン

Noise　and 　Vibration　Guideline
日，英 2011年7月 機 関 開発部

環境 ガ イ ドライ ン （Ver．2．10＞
Environmental　Guideline

日，英 2011 年 10月 機 関 開発 部

SCR 脱硝装置及 び 還 元 剤供給 設 備 に 関す る ガ イ ドラ

イ ン

Guidelines　for　SCR 　Systems　and 　Reductant　Agent

SupPly　Systems

凵，英 2011年 10月 機関開発部

船舶 に 搭 載 さ れ る 有害物質
一

覧表 に 関す る ガ イ ドラ

イ ン

Guidelines　for　the 工nventory 　of 　Hazardous　Materials

日，英 2011 年 10月
テ ク ニ カ ル

サ ービ ス 部
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2．ニ ッ ケル 鉱 （Nickel　Ore＞運送 に 関するガイ

　　ドラ イ ン （第
一版 ）

　近 年，主 にニ ッ ケ ル 鉱 （Nicke10re ） を積載運 航中 に，

水 分 を過 大 に 含 む貨物 の 液状化 に よ り引 き起 こ さ れ た貨物

移動 が原 因 と見 ら れ る 重大海難事故 が 報告 され て お り，よ

り統
一

的な安全指針 の 策定が 業界間で強 く望 まれ て い る。

　 こ の た め 本会で は，ニ ッ ケ ル 鉱 を積 載 して 運 航す る際の

総合的な安全指針 と して の 活用 を期待 し，現行 の IMSBC

コ
ードに 規定 され る積載要件及 び過 去の 知 見 か ら得 られ る

液状化 を未 然 に 防 ぐた め の オペ レ
ー

シ ョ ン 上 の 注意事項等

に つ い て 包括 的 に取 り纏 め た 第
・
版 を

， 取 り急 ぎ2011年 5

月 に発 行 した。

　更 に，航海中 に液状化す る恐 れ の あ るニ ッ ケ ル鉱 積載時

の 安全性 に つ い て も担保すべ く，本会 は新 た に合 理 的 な復

原性及 び船体構造強度要件等 に つ い て 取 り纏め た ，同ガ イ

ドラ イ ンの 第r．版 を 2012年 2 月に発行した。本 書に つ い て

は 日本海事協会会誌 第 II号 に て 詳 述 す る。

3．メ ン ブ レ ン LNG 船貨物格納設備の ス ロ ッ シ

　　ン グ強 度評価 ガイ ドライ ン

　メ ン ブ レ ン LNG 船 にお い て は
，

ス ロ ッ シ ン グ を起因と し

た 過去 の 貨物格納設備 の 損傷 ，近年 の 船 型 の 大型化 ，

FLNG 等 の 海洋構造物 へ の 適用 を見据 え た 開発 な ど か ら，

関連業界で ス ロ ッ シ ン グ強度評価 に つ い て 活発 な研究開発

が 実施 され て い る。

　そ こ で 本会 は こ れ まで 蓄積 して きた技術的知見及 び先進

の 技術 に 基 づ い て ，メ ン ブ レ ン LNG 船 の 貨物格納 設 備 の

ス ロ ッ シ ン グに 対す る 構造強度評価手順 を ガ イ ドラ イ ン と

して 取 り纏 め た。本 ガ イ ドラ イ ン に お い て は，評価対象船

の ス ロ ッ シ ン グ荷 重 を実績船 の そ れ と比 較評価す る 手法，

すなわ ち相対評価手法 を採用 して い る 。
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4．浮体 式海洋液化 天然 ガス 及 び石油 ガ ス 生産、

　　貯蔵 、積出 し設備の た めの ガイ ドラ イ ン

　LNG 又 は LPG の 生産，貯蔵，積出 し設備 （LNG ／LPG

FPSO ） は，パ イ プ ラ イ ン 設備 が不要 な た め沖合 の 巾小 ガ

ス 田 の 開発に 向い て い る こ と，また，近 年の 環境 に対す る

閧心 の 高 ま りを受け，そ の 開発 が 活発 化 して お り，今後，

LNG ／LPG 　FPSO の 建造 の 増加が 予 想 さ れ る。

　本会 で は，ガ ス を取扱うFPSO 等 の 技術要 件 に つ い て は
，

石油 を取扱 うFPSO に対す る技術要件 と と もに ， 鋼船規則

PS 編 に規定 して い る が，上記 の よ うな LNG ／LPG 　FPSO に

対 す る 関 心の 高 まりを受 け，こ の 度 ，
LNG ／LPG 　FPSO に

特化 し ， 当該船舶 に要求され る 技術要件 を明確 に した資料

と して ，新た に 「浮体式海洋液化天 然 ガ ス 及 び石 油 ガ ス 生

産 ， 貯蔵，積 出 し設備 の た め の ガ イ ドラ イ ン 」 を作 成 した。

5． コ ン テ ナ運搬船 の構造強度に 関する ガイ ドラ

　　イ ン （一部改正 版）

　本会 は，2003 年 に，そ れ ま で の技術 的知見や 先進 の 技術

を取 り人 れ
， 「コ ン テ ナ 運 搬船の 構造 強 度 に 関 す る ガ イ ドラ

イ ン」 を制定
・
公表 した 。 本 ガ イ ドラ イ ン は，以 下 の 4 つ

の ガ イ ドラ イ ン に よ り構 成 さ れ て い る。
・
直接 強 度 計 算 ガ イ ドラ イ ン

・船 体 剛1げ捩 り強 度評価 ガ イドラ イン

・疲労強度評価 ガ イ ドラ イ ン

・縦 曲 げ最 終強 度評価 ガ イ ドラ イ ン

　本 ガ イ ドラ イン発行後 も，コ ン テ ナ運 搬船 に あ っ て は 船

型 の 大型化が 図 られ て い る こ とか ら，こ の 度，コ ン テ ナ運

搬船 に対す る 最新の 設 計理 論 ・手法 に合理的に 対応 させ る

べ く，本 ガ イ ドラ イ ン の 内容 を全面的 に 見直す こ と と し，

そ の 第 1段 階 と して，「直接強度計算 ガ イ ドラ イ ン 」 を改訂

した。

　今後，そ の 他 の ガ イ ドラ イ ン に つ い て も，引 き続 き見 直

しを行 う予 定 で ある 。
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6．騒音 ・振動ガイ ドラ イン

　従来 よ り，船舶 にお け る居住性の 改善 に対す る 要求 は大

きく，特 に 騒音及 び振動の 低減 は居住性向上 に 重 要 な要因

とな っ て い る D

　また
， 機関室 に 設置され る機器 に お い て は，過度の 振動

に 起因して 生 ず る構成部品，付属す る計測機器及 び配管等

の 損傷の 危険性 に 対 し，事前の 振 動計測等で 評 価 し，適切

な対策 を講 じる こ とは，こ れ らの 機器 の 信頼性 向上 に対 し

て効 果的 で あ る。

　本 ガ イ ドラ イ ン で は ，船員 の 労働環境問題及び機関室の

機器 の 安全性 に対す る 取組み を評価す る
一

つ の 手段 と して，

居住区域等 の 騒音 ・振動及び機関室 に 設置され る 機器の 振

動 に 対 して ，計測方法及び 評価基準等 を規定 して い る 。 ま

た ，当該 基 準 を 満足 し た 船 舶 に 対 し て ，船 級 符 号 へ

Notationを付与す る こ と に して い る 。

7．環境ガイ ドライ ン （Ver2 ．10）

　二 酸化炭素削減 に向けた規制強化等 の 動 きが 活発化す る

中，海運業界 にお い て も大幅な省エ ネ達成を迫られ て お り，

新船型 の 開発，主機 の 改 良，省エ ネ機器 の 開発等，地球温

暖化防止へ つ なが る 新技術 の 研究開発が進め られ て い る。

　本会で は 2009年 よ り環境ガ イ ドラ イ ン を発行 し，環境対

策が 講 じ られ た船舶 に対 し船 級符 号へ 環境 ノ
ー

テ
ー

シ ョ ン

EA を付記す る こ と と して い る 。
こ の た び，上 記背景 の も

と，環 境対策へ の 先進性 を評 価す る ため の 追 加 特性 と して，

表 2 に 示す地球温暖化防止 に 関す る 項 目を加 え，当該設備

を有す る 船舶 に 対 し追 加 の 記号 を付記す る 旨，環境 ガ イ ド

ライ ン を Ver．2．10 と して 改 め た 。

表 2　地 球温 暖化防止 に 関す る追加特性

追 加特 性 記号 項 目

温 室効果

ガ ス 低減

ZERO ／LOW
EMMISSION

SCELL 太陽 電 池の 採用

FCELL 燃 料 電 池 の 採 用

WINDG 風 力 発 電 機 の 採 用

推進性能 PROPULSION
SYSTEM

CRP 二 重 反転 プ ロ ペ ラ

AIR　LUBLICATION
SYSTEM

鵬 船底空気潤滑装置

の 搭載
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8．SCR 脱硝装置及 び還元剤供給設備に 関す る

　　ガイ ドラ イ ン

　2010年 に発 効 した MARPOL 条約付属 書VI の 改正 に よ

り，船舶 か ら放出さ れ る 窒素酸化物 （NOx ）の 規制が 段階

的 に強 化 され，2016年以 降 に 建造 さ れ ，か つ 放出規制海域

（ECA ）を航行す る船舶 に は 1次規制から約 80 ％ の 放出肖lj

減を定 め る 3次規制 が課せ られ る こ と と なっ た。

　SCR 脱 硝 装 置 は ，デ ィ
ー

ゼ ル 機 関 か ら排出 され る NOx

を低減 させ る た め の 非常 に 有効 な手段 で あ り，NOx 放出 3

次規制 の 適用 に 向けて ，今後 ます ます 実 用 化 が 進 む と考え

られ る 。

　本 ガ イ ドラ イ ン で は ，SCR 脱硝 装 置 と そ の 運 転 に 必妥 な

機器，配管及 び シス テ ム につ い て，安全性 の 観点 よ り各機

器及び 関連 設備 が 満 足 す べ き具 体 的 な機能要 件，設置方法

等 を定 め取 り纏 め て い る。

9．船舶 に搭載 され る有害物質
一
覧表 に関す るガ

　　イ ドラ イ ン

　2009 年 5 月 に 採択 さ れ た シ ッ プ リサ イ ク ル 条約 に よ り，

同条約の 発効 後，船 舶 に は，船 舶 に含 まれ る 有害物質の
一

覧表 （イン ベ ン トリ）の 作 成 及 び備え置きが 義務付け られ

る。こ れ まで 本 会 は，同 条約 の 発効 に 先行 して 作 成 され た

イ ン ベ ン トリにつ い て ，条約要件へ の 適 合性 を鑑定し，鑑

定書 を発行す る等の 業務 を実施 して きた 。

　今般，よ り
一

層，イ ン ベ ン トリ作成 に向け た 海事関係事

業者 の 取 り組 み を 攴援 す る た め，イ ン ベ ン トリ作成の ため

の 基準 （イ ン ベ ン トリの 記載事項，作成 ・維持手順等），検

査制度，本会が鑑 定書 を発行 した 場合の 船舶へ の Notation

付与 に 関する事項等，イ ン ベ ン トリ に 係 る規定の 詳細 を解

説 した 「船舶 に 搭載 され る 有害物質
一

覧表 に 関す る ガ イ ド

ラ イ ン 」を公表した。
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